第１号様式（第５条関係）
　　年　　　月　　　日　
（宛先）厚木市長

法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
所在地
電話番号

地域密着型サービス等整備助成事業費補助金交付申請書
　次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　補助金交付申請額



金　　　　　　　　　　　　　円

２　添付書類

　(1) 事業所要額（変更）内訳書（第２号様式）

(2) 整備事業に係る基本情報（第３号様式）

　(3) 建設用地の都市計画法・建築基準法以外の法令に基づく制限（第４号様式）

　(4) 建設用地の地番・面積等（第５号様式）

　(5) 総事業費見積額及び財源計画（第６号様式）

  (6) 資金収支計画表（第７号様式）

　(7) 定款の写し

　(8) 寄附等の内容が分かる書類（寄附等がある場合に限る。）

　(9) 土地及び建物の登記事項証明書（借地及び借家の場合にあっては、賃貸借契約書）の写し

　(10) 見積内訳書（又はこれに代わるもの）の写し

　(11) 建物の配置図、平面図及び各部屋面積表

　(12) その他事業の内容等が分かる資料

第２号様式（第５条関係）
事業所要額（変更）内訳書

施設名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	区分
	施設整備事業費

	（Ａ）　総事業費

	

	（Ｂ）　寄附金その他収入額


	

	（Ｃ）　差引額
（ Ａ－Ｂ ）
	

	（Ｄ）　対象経費の実支出額


	

	（Ｅ）　補助金基準額

	

	（Ｆ）　選定額
（ＤとＥいずれか少ない額）
	

	（Ｇ）　選定額
（ＣとＦいずれか少ない額）
	

	（Ｈ）　当該年度の整備進捗率（％）
	

	（Ｉ）　補助金所要額
（Ｇ×Ｈの1，000円未満切り捨て）
	


第８号様式（第６条関係）
　　年　　　月　　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　様

厚木市長　　　　　　　　　　　　　　　
地域密着型サービス等整備助成事業費補助金交付決定通知書
　　　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった地域密着型サービス等整備助成事業費補助金については、次のとおり交付することに決定したので、地域密着型サービス等整備助成事業費補助金交付要綱第６条の規定により通知します。
１　補助年度

２　補助事業の目的及び内容

３　交付決定金額

４　交付条件

（１）　補助事業は当該年度内に完成すること。ただし、神奈川県が設置する地域密着型サービス施設等整備費補助金審査会において、複数年度の事業実施を認められた場合は、この限りでない。
　（２）　補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。

　（３）　補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告しその指示を受けること。
　（４）　補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど公正な手続で行うこと。
（５）　この補助金は、事業実績報告書に基づき、額の確定の後交付します。
　（６）　厚木市地域密着型サービス等の拠点を整備する場合は、速やかに介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく厚木市地域密着型サービス事業者の指定を受けること。指定以後においては、当該事業の適正な運営を継続的に展開すること。
　（７）　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善良な管理者の注意を持って管理するとともに、その効果的な運用を図ることとし、財産処分については、要綱第13条の規定に従うこと。

　（８）　市長が当該補助金の交付に関して必要と認めた調査に協力すること。

　（９）　規則及び要綱の規定に従うこと。
第９号様式（第７条関係）
　　年　　　月　　　日　
（宛先）厚木市長

法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
所在地
電話番号

地域密着型サービス等整備助成事業費補助金交付（変更・中止・廃止）承認申請書
　次のとおり、関係書類を添えて申請します。

１　変更・中止・廃止の内容

２　変更・中止・廃止理由

３　添付書類

　(1) 事業所要額（変更）内訳書（第２号様式を準用）

(2) 整備事業に係る基本情報（第３号様式を準用）

　(3) 建設用地の都市計画法・建築基準法以外の法令に基づく制限（第４号様式を準用）

　(4) 建設用地の地番・面積等（第５号様式を準用）

　(5) 総事業費見積額及び財源計画（第６号様式を準用）

  (6) 資金収支計画表（第７号様式を準用）

　(7) その他事業の内容等が分かる資料
第10号様式（第９条関係）
　　年　　　月　　　日　
（宛先）厚木市長

法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
所在地
電話番号

地域密着型サービス等整備助成事業費補助金交付実績報告書
　　　　　　　年　　月　　日付けで交付決定を受けた地域密着型サービス等整備助成事業費補助金について、次のとおり関係書類を添えて報告します。

１　添付書類

(1) 事業所要額精算書（第11号様式）

(2) 寄附等の内容が分かる書類（寄附等がある場合に限る。）

(3) 領収書（又はこれに代わるもの）の写し

(4) 工事箇所（建物内外主要部分）の写真

(5) 工事請負契約書（又はこれに代わるもの）の写し

(6) その他事業の内容等が分かる資料

第11号様式（第９条関係）
事業所要額精算書
施設名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	区分
	施設整備事業費

	（Ａ）　総事業費

	

	（Ｂ）　寄附金その他収入額


	

	（Ｃ）　差引額
（ Ａ－Ｂ ）
	

	（Ｄ）　対象経費の実支出額


	

	（Ｅ）　補助金基準額

	

	（Ｆ）　選定額
（ＤとＥいずれか少ない額）
	

	（Ｇ）　選定額
（ＣとＦいずれか少ない額）
	

	（Ｈ）　当該年度の整備進捗率（％）
	

	（Ｉ）　補助金所要額
（Ｇ×Ｈの1，000円未満切り捨て）
	


第12号様式（第10条関係）
　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　様

厚木市長　　　　　　　　　　　　　　　
地域密着型サービス等整備助成事業費補助金交付額確定通知書
　　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった地域密着型サービス等整備助成事業費補助金について、次のとおり補助金の額を確定したので、通知します。

１　補助年度

２　補助金額

第13号様式（第11条関係）
　　年　　月　　日　
（宛先）厚木市長

法人名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
所在地
電話番号

消費税仕入控除税額報告書

　　　　　　　年　　月　　日付けで交付決定を受けた地域密着型サービス等整備助成事業費補助金に係る　　　年度消費税仕入控除税額について、次のとおり報告します。

１　補助金の額の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

２　消費税の申告の有無（どちらかを選択）　　　　　　　　有　　・　　無

（２で「無」を選択の場合は以下不要）

３　仕入控除税額の計算方法（どちらかを選択）　　　　　　一般課税　・　簡易課税

（３で「簡易課税」を選択の場合は以下不要）

４　補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額　　　金　　　　　　　　　円

５　消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額　　　　金　　　　　　　　　円

６　補助金返還相当額（５の額から４の額を差し引いた額）　金　　　　　　　　　円

（注）１　別紙として積算の内訳を添付すること。

　　　２　補助金返還相当額がない場合であっても、報告すること。

第14号様式（第12条関係）
　　年　　　月　　　日　
法人名

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　様

厚木市長　　　　　　　　　　　　　　　
地域密着型サービス等整備助成事業費補助金返還通知書

　厚木市地域密着型サービス等整備助成事業費補助金交付要綱第12条２項の規定により、次のとおり返還を請求します。

	１　返還額
	

	２　返還理由
	

	３　返還期日
	

	４　返還方法
	

	５　補助年度
	

	６　交付決定額
	



